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Zusammenfassung 
 
Die Verbreitung der Sprache steht eng im Zusammenhang mit dem jeweiligen politsischen, ökonomischen und 
kuluturellen Zustand. Nach dem Zweiten Weltrieg in der Zeit des Kalten Kriegs wurde deshalb Englisch und 
Russisch in der ganzen Welt geschaetzt und gelermt. Aber im 21.Jahrhundert nach dem Zusammenbruch der 
sozialistischen Laender wird nur Englisch, die Sprache der USA als des maechtigen Imperials, fast überall 
manchmal exklusiv gesprochen. Diese Tendenz, der sogenannte englische Imperialisumus, hat auf Japan einen 
viel groesseren Einfluss als auf andere Laender ausgeuebt.. 
In dieser Abhandlung wird versucht, darauf zu antworten, wie der englische Imperialisumus definiert wird, 
wie er sich auf sprachliche Erziehung in Japan ausgewirkt hat. Dabei wird analysiert und debattiert,wie wir 
Japaner von diesem Imperialisumus befreit werden koennen. Draus wird festgestellt,dass die Sprach Politik vom 
Europarat, d.h.,Pulrilingualismus und der Gedanke der ‚World Englishes‘ das Problem loesen kann. 
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1. はじめに 
情報革命を経た 21 世紀の今日，アメリカは核兵器を中核とする軍事力，基軸通貨ドルの保持と並
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んで，コンピュータ言語及び共通言語としての英語使用を三つの柱として，「新世界秩序」(New World 
Oder)の確立を画策している。E.W.サイードは『文化と帝国主義』の中でこの「新世界秩序」に触れ次
のように説明している。「冷戦の終結後，アメリカ政府によって提唱された＜新世界秩序＞、そのレト
リックの多くがーそのふんぷんたる自己賛美，そのこれみよがしの勝利宣言，その大仰な責任感とと
ともにー，すでにコンラッドの描くホルロイドの言葉に先取りされているのかもしれない」とする。
コンラッドの『ノストローモ』のなかのホルロイドの言葉は次の通り。「われわれはすべてのものを（中
略）そこにあるすべての産業，貿易，法律，ジャーナリズム，芸術，政治を支配するでしょう。」 21
世紀の政治経済さらに文化を論ずる場合，アメリカの「新世界秩序」建設に対するサイードの警鐘に
無自覚であるのはあまりにも稚拙な態度といえるだろう。 
幸徳秋水が『帝国主義』（1901 年刊）で，「いわゆる愛国心を経となし、いわゆる軍国主義を緯とな
す」と分析した「帝国主義」は、レーニンの『資本主義の最高の段階としての帝国主義』(1917 年刊)
ではその経済的側面（「生産の集中と独占」「金融資本と寡占制」「世界の分割」など: 筆者注）が詳細
に検討された後，今日「新植民地主義」へと名を変え、特定の領土に限定されることのない，政治的・
経済的な構造を示すこととなった。こうした「新植民地主義」の形態をネグリとハートは「主要な国
民国家に加えて，超国家的制度、メジャーな資本主義その他の権力が主要な要素または結節点として
含まれる権力」いわゆる「ネットワーク状の権力」の主権形態と名付けている。ところで政治学者の
白井聡は『永続敗戦論』で，日本は現在も「永続敗戦」状態にあるとして，この状況を作り上げたの
が「無制限かつ恒久的な対米従属をよしとする」日本のパワーエリートと米国の世界戦略であると看
破している。英語（米語）偏重の日本の言語状況はこうした「敗戦状態」の反映でもある。 
「英語帝国主義」は基本的に「帝国主義」の文化バージョンである。大石俊一は『英語帝国主義に
抗する理念』のなかで英語帝国主義を「今日の言語状況において、英語という言語が他言語を凌駕し，
押しのけ，侵略し，萎縮させ，消滅させるなどして，要するに，他言語に絶大な支配権力をふるい，
世界の言語コミュニケーションをほとんど覇権的に牛耳っている，そうした状況を指している」と規
定している。 
私はこの論文で、「英語帝国主義」を「帝国主義」(「新植民地主義」)の文化的な形態として位置づ
けたうえで，21 世紀の日本の教育機関における語学教育の現状を考察してみたい。まず文科省の語学
教育に関するさまざまな提言と小学校への英語導入や英語公用語論や企業内英語公用語化について検
討した後，現状分析に資するため日本における英語教育史さらにドイツ語教育史を検討する。最後に
日本における語学教育の在り方と英語帝国主義に対する対策に触れてみたい。 
 
2. 内面化された英語帝国主義 
まず英語帝国主義を論ずる前に確認しておかねばならいない点は、次の 2 点である。日本語と英語
の構造に大きな隔たりがあるため，日本人にとって英語は，英米人にとっての日本語同様，習得が最
も難しい言語の一つであること，普通の日本人は英語を実際に使う機会があまりないことである。近
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頃英語教育に関する場面で頻出する英語の試験の TOEFL や TOEIC の点数も，英語に近いドイツ語や
オランダ語を話す受験者や，イギリスの旧植民地であるインドやマレーシアやシンガポールの受験者
が高得点であるのは当然である。またよくスピーキングの難易度のデータとして用いられるアメリカ
の外交官養成機関のデータによれば，ハングルや北京語やアラビア語と並んで日本語は，英語のネイ
ティブ・スピーカーにとって極めて困難な言語であるカテゴリーⅢに分類され，カテゴリーⅠのドイ
ツ語やオランダ語に比べ約 3 倍の 2000 時間の授業が必要とされる。 幸いなことに日本は短期間の米
軍の占領期間を除けば、英米の植民地になることはなかったので，外交官や通訳や国際機関職員や貿
易業や観光産業に従事する国内・海外合わせて約５％の日本人を除けば，日本人は日本語で十分暮ら
していけるのである。 
さらに財界や財界の意向を受けた官僚・政治家・マスコミ，英語教育に過度な期待や怨念をもった 
大衆は英語教師や英語教育に対する根拠のない誹謗中傷を繰り返し，誇大妄想的かつ中身の空虚な改
善案に拍手喝采を送るありさまである。最低限必要な努力も財政的援助もなしに，語学教育に過度な
期待を寄せることは，第二次大戦終盤に必要な戦車も航空機も失いながら「神風」を信じた日本国民 
と同じ異常な精神構造のように思える。内容が空虚な外国語教育改善案の特徴は定義なしに使われる
「コミュニケーション」という語の頻発であろう。鳥飼玖美子の定義によれば「コミュニケーション
とは，発信した情報が直線的に相手に届くような単純なものではありません。一人の人間が話したこ
とが相手に伝わる際には，その場の状況や相手との人間関係など，さまざまな要素が関係してきます。 
人間が行うコミュニケーションは，相手との相互行為であり，人間同士の関係作りなのです。」 鳥飼
はコミュニケーションを可能にする能力に次のようなものを挙げている。1)文法や語彙等の言語知識，
一貫性をもって話したりする能力2)言語を状況に応じて適切に使える能力3)うまく話が通じない時に
どうするかという戦略的能力4)相手の話の真意を汲み取る能力5)常識や教養6)人間に対する洞察力や
共感 7)ものごとを進んで理解しようとする意欲。こう考えるとコミュニケーション力は人間力ともい
え，一朝一夕に獲得できるものではないことが分かる。先ず日本語でしっかり筋道を立てて考える能
力を養うことが重要であろう。また人間に対する理解や社会認識や世界認識が欠けている人間には十
全なコミュニケーションはできないこともはっきり認識しておくべきである。こうした観点が欠けて
いれば，英語はできてもコミュニケーションのできない人材を生みだすばかりである。TOEFL や
TOEIC ではこうしたコミュニケーション能力は測定できないことは自明であり，学校や社会における
点数偏重主義はとても危険であることを認識すべきである。 
英語教育者として有名な M.クラッカウアーも「コミュニケーション」に関する日本人の誤解につい
て懸念を述べている。「私が残念に思うのは，ネイティブ・スピーカーのように＜カッコよくしゃべり
たい＞ということに気を取られるあまり，肝心の中身や，文の作り方などが，どうもおろそかになっ
ている人が多いということです。身近なネイティブ・スピーカーの口癖をそのままマネしているせい
か，その場にふさわしくない言い方をしたり，文法や語法を無視したりするような使い方も目立つよ
うな気がします。」 クラッカウアーも鳥飼同様，「コミュニケーション」英語で大事なのは，「何を話
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すか」を強調している。「＜どのように話すか＞というより，＜何を話すか＞が大切なのです。会話す
るときは，＜何を話すか＞が大切なのです。会話するときは，英語の知識としては日本の中学・高校
英語で十分かもしれません。自分に話したいことがあると，毎日英語に接している限り，表現力は自
然に磨かれてくるものです。」 そして同時に「何を話すか」は「批判的思考」（Critical thinking）を
しているかどうかで決まるとして，情報を受信する場合の「批判的思考」の重要性を唱えている。日
本人の外国語能力の低さは，言葉によらず空気を読むことを重んじ，他人や社会を無暗に批判しない
ほうがいい，質問も批判に繋がるのでしないほうがいいという日本文化の特徴と関係しているかもし
れないと考えると，外国語で外国人と「コミュニケーション」を取ることの困難さが見えてくるので
はないだろうか。長年民間で英語教育に携わってきた中津燎子もベストセラーになった『なんで英語
やるの？』のなかで，アメリカからの留学生に答える形で日本語観を次のように述べている。「日本語
というものはねえ。利用とか何とかより，飾りの要素がずい分多いんだ。日本じゃ言葉は余りお互い
に必要じゃないのよ。大切な事は情緒的ムードで，心と心の通いあいで理解しあった上で，言葉はそ
の上に飾る一寸したカッコいいものなのね。わたしね，つくづくそう思うの。日本語位わかりにくい
言語はないわ。なにしろ喋っている本人が，自分の意思や主張とその言葉を正確に結びつけているの
かいないのか，わかっていないのじゃないか，というケースが沢山あるの。」 
日本人は「どのように話すか」ばかりに気を取られてきたのではないだろうか。英語学者の山田雄
一郎は『日本の英語教育』で日本人の「英語信仰」について以下の 6 点を指摘している。1)英語は、
子供の時から始めれば，簡単に身につく 2)ネイティブ・スピーカーにつけば，正しい英語が自然に覚
えられる 3)学校英語では，英語を話せるようにはならない 4)会話学校に通えば，英会話ができるよう
になる 5)進学のためには「受験英語」はかかせない 6)語学留学さえすれば，英語を話せるようになる。
さらに加えて鳥飼玖美子が指摘するように 7)「これからは＜読み・書き＞より、＜聞く・話す＞英語
のほうがだいじ」という一項を加えたい。以上の「英語信仰」はロバート・フィリプソンが『言語帝
国主義』で定義する英語帝国主義者の教義と重なるところが多い。1)英語は他と併用せず単独で教え
るのが一番いい 2)理想的な英語教師は英語を母語とするネイティブ・スピーカーである 3)英語を教え
るのは早ければ効果的だ 4)英語をより多く教えれば、よりいい結果を生む 5)他の言語を使うと、英語
の標準が落ちる。早期教育やネイティブ・スピーカー信仰は共通しているが，日本人特有の信仰とし
て会話学校・語学留学・オーラル・コミュニケーションさらには選抜のための特殊な「受験英語」の
存在（「受験英語」という特殊な英語はない：筆者注）がある。 
批評家で平和運動家の D・ラミスは『イデオロギーとしての英会話』で P・グッドマンの説を引用
して日本の「英会話」を痛烈に批判している。「苦痛なまでの正確さで話し，状況や目的に合わせて言
語パターンを決して変えない強迫的な人はまた失語症である。その人は言語を話すのではなく，具体
的な物体のように言語を取り扱う。その人の文章はすべて辞書や文法の手引きからのステレオタイプ
でもある。もしその文章で失敗したり，あるいはまた生き生きした返答を受けたり，またその人の衝
動的な要望がこの型にはまった言語の使用法には強すぎたりすれば，その人は破綻する。」 日本にお
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ける「英会話」は実に「失語症」予備軍を生みだしているのである。「オーラルコミュニケーション」
科目が「英会話」に矮小化された場合，日本人の言語能力をむしろ低下させるという危険性がある。
ラミスは日本人の「英会話」志向の源泉にアメリカの「文化帝国主義」の強大な力をみている。その
内容を次のように説明する。「この力が意識されるかいなかは，＜近代化＞のイデオロギーを信じるか 
どうかによる。つまり，貧困から抜け出したければ，いかなる国家も，ある決められた段階を経て，
決められた順路にしたがうことが歴史的な運命であると信じるならば，＜アメリカ＞は最も進んだ段
階を提示しているし，アメリカの文化の日本への浸透はごく自然で避けることはできない，というこ
とだ。」 アメリカにおける「公民権運動」「学生運動」「反戦運動」「ウォール街占拠運動」は，アメ
リカが決して理想国家ではないことを示し，今日の大格差社会の典型であるアメリカの悲惨な状態は
堤未果の三部作『ルポ貧困大国アメリカ』『ルポ貧困大国アメリカⅡ』『（株）貧困大国アメリカ』に詳
しく描かれているところであるが，新聞や雑誌やテレビの広告「英会話」イデオロギーは，21 世紀の
今日でも決して衰えをみせていないようである。日本人は「欧米崇拝」「白人崇拝」「ネイティブスピ
ーカー崇拝」から抜け出していない。ラミスは「英会話」イデオロギーに人種差別を嗅ぎつけている。
彼は英会話の世界は人種差別であるとし，「雇用方式においてそれは人種差別であり，支払い方法につ
いて人種差別であり，その広告が人種差別であり，テキスト・ブックやクラスに於蔓延するイデオロ
ギーにおいて人種差別的であり。（中略）＜native speaker>という考え方そのものが欺瞞である。」 
ラミスはアメリカ人の帝国主義的偏見については次のように述べる。「たいていのアメリカ人は，自分
の国で行われている生活様式こそ，世界の人びとが，もしその生活についての知識を持ち，選択の自
由を与えられれば，必ずそれを選ぶだろうという根強い信念を持っている。」「非常に根深いところで，
アメリカ人は，自分達はすべてが正しい秩序にみちた社会からやって来ていると信じているから，日
本という領域に入るやいなや，彼らは自動的に，普通の市民から先生へと変身してしまうのである。」 
英語は第二次世界大戦後，敗戦国日本において文化支配の言語となっている。 
こうした根拠のない内面化された「英語信仰」をもとに 1998 年の文科省の小・中学校の学習指導
要領告示（2002 年施行）では，小学校における総合的な学習の時間で英語の授業が可能となり，2001
年の「英語指導方法等改善の推進に関する懇談会」報告では，小学校での「教科としての英語の教育
の可能性の検討」の推進の必要性が謳われ、ついには 2008 年の文科省の小・中学校の学習指導要領告
示（小学校では 2011 年施行）では小学校の外国語活動の 5・6 年生における必修化が指示された。今
年 2013 年には教育再生会議が小学校の英語学習の抜本的拡充を，また同年日本経済再生本部競争力会
議が「成長戦略」案で，小学校における英語教育実施学年の早期化や教科化などを提案した。 
 これに対しすでに 2005 年に慶応大学の大津由紀雄教授を中心とする 50 人のメンバーが「小学校で
の英語教科化に反対する要望書」を提出し，その問題点を指摘している。問題点は以下の 6 点である。 
1)小学校での英語教育の利点について，説得力のある理論やデータが提示されていない 2)十分な知識
と指導技術をもった教員が絶対的に不足している3)国民に対する説明がなされていない4)小学校での
英語活動/英語教育に対する文部科学省の姿勢が一貫していない 5)国語教育との連携について明確な
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ビジョンが提示されていない 6)学力低下問題と小学校での英語教育との関連が不明確である。いずれ
も的確な指摘である。特に 2)の教員の問題も重要であるが、1)については多くの専門家や近隣諸国の
データを検討することが急務である。英語教育と国語教育との連携も重要である。 
 唯一データとして政治家や官僚が参考としているのは，日本と中国と韓国の TOFFL 点数の比較で
あると思われる。公表されているデータによれば，TOEFL（iBT）に関しては，163 ヵ国中韓国は 80
位，中国は 105 位なのに対し日本は 135 位である。またアジア内 30 ヵ国内のランキングは韓国が 9
位，中国が 16 位であるのに対し、日本 27 位である。しかし日本の経済的停滞による産業競争力低下
と、中国や韓国の急激な経済成長による産業競争力の向上の原因を英語力の比較と関連させたいとい
う意図も透けて見えるのではないか。 鳥飼玖美子は『TOEFL テスト TOEIC テストと日本人の英語
力』で、日本の低学力を分析して日本人受験生が中国や韓国に劣るのは，分野では読解力と文法力で
あり、年代では日本の高校生と大学生の学力の低さが目立つことを挙げ，その原因として 1989 年より
導入された「オーラル・コミュニケーション」重視の教育政策の失敗と、留学志向の温度差を指摘し
ている。中国と韓国の場合，日本と異なって，欧米の生活水準との差が大きいことも英語熱・留学熱
に繋がっていることも見逃せない。以上の点を無視して，TOEFL の点数に必要以上に拘泥することは
英語教育を歪める危険性が高い。 
次に近隣諸国の小学校における英語の必修化について触れてみたい。イギリスの旧植民地のシンガ
ポールやマレーシアでは小学 1 年生から必修科目であり，中国は 2001 年導入で小学 3 年より週 4 時間
(1 時間は 40 分)、韓国は 1997 年導入で，小学 3 年より週 2 時間である。因みに台湾は 2001 年導入で，
小学 5 年より週 2 時間である。日本でもかなり以前から多くの私立小学校や塾では英語を導入してい
るが，日本人の日本語能力低下が喧伝される今日，母国語の確立前の外国語学習の弊害や，早期教育
の効果や，さらに近隣諸国の検証結果のより詳細な分析が待たれるところである。母語と外国語には
共通の基盤があること，母語を確実なものにしないと一部の帰国子女のように日本語も外国語もあや
ふやになり，情緒不安定で世界に対する認識能力にも障害が出ることを考えると，母国語を確実にし
たうえで，外国語教育をするべきであると思われる。 近隣諸国の早期教育導入に惑わされることなく，
教育現場の混乱を避けるためにも，早期教育より，中学・高等学校の外国語教育の充実を図ることが
急務であろう。バイリンガルの養成よりも，日本語も外国語もあやふやなドゥミリンガルの出現防止
こそが多くの国民の利益に繋がることを強調しておきたい。 
少子高齢化の中，日本の多くの教育産業は次のターゲットを早期教育に絞っているので，英語の早
期教育は教育産業の草刈り場になろうとしているのも現実である。大衆自身がこうした状況に対し語
学に関するリテラシーを習得することは緊急の課題である。ネイティブ・スピーカーに対する思い込
みは，中学・高等学校における ALT の採用や会話学校の隆盛に現れている。まず ALT のネイティブ・
スピーカーが日本人に英語を教える場合，英語教授法の習得と日本の中学生・高校生の学力の把握が
是非とも必要であるが，就職前の一時期に日本を体験してみようといった程度の大学出たての多くの
ALT はその両方について無知なことも多く，多くを望む方が無理である。まして地方自治体が民間の
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教育産業から安くネイティブ・スピーカーを雇う場合，こうした英語教員の学力がさらに落ちる場合
がほとんどであろう。英会話学校講師の中には教員資格も持たず日本語で文法の説明のできない講師
も多いと聞く。ここにも「英語信仰」が影を落としている。 
 高校でも 2013 年度から「英語で教える」英語の授業が始まった。現場を無視した指導要領の変更に 
現場は大混乱を起こしているようである。特に中学の英語も身につけていない高校生を多く抱える高
校の授業現場の問題，文法を英語で教えられるかといった問題，大学受験対策の問題など問題が山積
している。いくらコミュニケーション重視とはいえ，どうしたら授業内で教師と生徒間また生徒間の
コミュニケーションが取れるのだろうか。現場英語教師の英語圏留学も緊急課題であろう。 
さらに 4 月 8 日に出された自民党教育再生実行本部の提言では，大学入試や国家公務員試験に
TOEFL の採用が謳われた。新聞などで遠藤利明自民党教育再生実行本部副本部長がその経緯について
説明している。朝日新聞 5 月 1 日朝刊（群馬版）では「争論 大学入試に TOEFL」と題して遠藤議員
と教育学者の利根川春雄の論争が行われた。遠藤議員の主張は以下の通りである。1)中学・高校で学
習する英語ではコミュニケーションできないので失敗だった 2)大学入試改革が必要である 3)読む・書
く・聞く・話すのバランスのとれ，北米留学にもつながる TOEFL が最適 4) TOEFL の合格点は大学が
決定 5)英語教育改革がグローバル人材育成に繋がる。対する利根川教授の反論は以下の通りである。 
1)中学・高校の英語授業では時間数からいって英語を話すのは無理 2)1 万語の水準の難解語が頻出す
る TOEFL は 3 千語水準の大学入試には難解すぎる 3)近年中学・高校では会話重視の授業をやってき
たが学力は伸びなかった4)グローバル人材と英語は短絡的には結びつかない5)英語以外の外国語も必
要 6)政治は，クラス規模や教員・機材の充実に努めるべき 7)英語学習の目標は留学や仕事で英語が必
要になった時の基礎学力作り。この論争を見る限り，遠藤副本部長の日本の外国語学習に関する無理
解と利根川教授の教育現場を知りぬいた適切な反論が目立つ。しかしこの論争後，自民党教育再生実
行本部を動かしているのは実は財界であることが判明した。経団連は 2000 年に「グローバル時代の人
材養成について」という提言をすでに出していたが，今回はその提言をより具体化した形で，経済同
友会が今年 4 月 22 日に「実用的な英語力を問う大学入試の実現を～初等・中等学校の英語教育改革と
の接続と国際標準化」を提案したのであった。提言をした経済同友会の中心人物は「英語社内公用語 
化」を強行した楽天の三木谷社長であった。グローバル人材とは自ら社員の教育を放棄した財界の要 
求を満たす北米の大学に留学可能な超エリートであることがわかったのであった。ここからは費用は 
国に負担させて成果は企業がかすめとるというしたたかな経済合理性が読み取れる。ただ一方では 
「英語社内公用語」を採用する会社の幹部は海外進出の意味も海外での外国語の必要度も知らない，
メディアの情報に感情的に流される能力の低い者たちであるという評価もある。津田幸男は英語を「社
内公用語にしてはいけない理由を以下の 3点としている。1)日本語の衰退を招く 2)格差を生み，拡大
する 3)言語権を侵害する。1)2)について津田は「英語信仰」が「英語偏重」を生み，「英語偏重」が
「日本語軽視」を生むとする。「受験」「採用」「昇進」でまたポピュラー文化で「英語偏重」が進むな
か，英語が「上位言語」となり，日本語が「下位言語」となれば，日本語によるコミュニケーション
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能力は今より格段に下がることが予想される。津田の 3)は重要な指摘である。母語使用権は基本的な
人権として近年世界的に認められるようになってきた。こうした流れに逆行する社内での英語使用の
業務命令はこうした基本的な人権を犯すことになる可能性がある。昨今労働者の人権を侵害する「ブ
ラック企業」の存在が健全な社会を蝕むなか，社内公用語強制企業も一種の「ブラック企業」と認定
されるのではないだろうか。 
  「英語社内公用語化」の延長上にあるのが英語帝国主義に迎合する「英語公用語論」である。外国
語を公用語にするという考えは明治の森有礼（「英語公用語」）や昭和の志賀直哉（「フランス語公用語」） 
に見られた。二人に共通するのは強烈な日本語不信である。ロンドン留学の体験のある森有礼は「わ
が知的な民族は，知識の追求に励んでおり，西洋の科学，芸術，宗教という貴重な財産から得られる
真実を獲得するには弱くて不確実な言語に頼るわけには参りません。国家の法律も日本語で保持する
ことができません。すべての理由が日本語の不使用を示しています。」（津田訳）西洋文化に対する 
強烈なコンプレックスが，日本語不使用に繋がっていることがわかる。西洋文化に対するコンプレッ
クスは根強いが，幸いにも日本語で書かれた日本の法律はそれなりに機能してきた。そもそも植民地・
旧植民地の他に法律が外国語で記されている国があるだろうか。一方「小説の神様」志賀直哉は戦争
賛美の文章を残しているように，政治的感覚にも問題があったが，「フランス語公用語」論で多くの批
判を受けた。志賀は敗戦直後の 1946 年に雑誌『改造』の「国語問題」という論題で「フランス語公用
語」論を展開している。森有礼の「英語採用論」を高く評価し，明治政府が英語を公用語としていた
ら，日本の文化は進み，戦争は起こっていなかっただろうという珍説を述べ，以下のように述べてい
る。「そこで私は此際，日本は思い切って世界中で一番いい言語，一番美しい言語をとって，その儘国
語に採用してはどうかと考へてゐる。それにはフランス語が最もいいのではないかと思ふ。（中略）今
の国語を完全なものに造りかへる事ができればそれにこした事はないが，それが出来ないとすれば，
過去に執着せず，現在の吾々の感情を捨てて，百年二百年後の子孫の為に，思ひ切った事をする時だ
と思ふ。」 志賀は，フランス語がなぜ世界で一番美しいか，完全な国語とは何か示しもせず，文豪に
ふさわしからぬ全く滅茶苦茶な議論を展開したうえで，こう結論している。「私は森有礼の英語採用説
から，この事を想ひ，中途半端な改革で，何年何十年の間，片輪な国語で間誤つくよりはこの方が確
実であり，徹底的であり，賢明であると思ふのである。」 志賀が作家生活の中で様々な日本語につい
ていろいろ考えざるをえなかったことは確かであろうが，「フランス語公用語論」における論理の飛躍
にはただ驚くばかりであり，さしたる論理もなく「片輪な国語」とまで日本語を貶める作家志賀の激
情には呆然とするばかりである。「フランス語公用語論」擁護論もないことはないが，戦後日本が何年
何十年とフランス語を公用語としなかったことは日本人にとって幸せなことであった。 
近年における「英語公用語」のアイディアは 2000 年 1 月に小渕内閣の諮問機関「21 世紀日本の構
想」懇談会報告書で登場している。「グローバル化と情報化が急速に進行する中では，先駆性は世界に
通用するレベルでなければいけない。そのためには情報技術を使いこなすことに加え，英語の実用能
力を日本人が身につけることが不可欠である。ここでいう英語は，単なる外国語ではない。それは国
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際共通語としての英語である。グローバルに情報を入手し，表明し，取引し，共同作業するために必
須とされる最低限の道具である。（中略）長期的には，英語を第二公用語とすることも視野に入ってく
るが，国民的議論を必要とする。まずは，英語を実用語とするために全力を尽くさなければならない。
これは単なる外国語教育問題ではない。日本の戦略問題としてとらえるべき問題である。」 ここでも
21 世紀のキーワードは「グローバル化」と「情報化」であるが，ここからは対米追随型の外交戦略や
企業戦略が読み取れるばかりで，「グローバル化」と「情報化」による格差社会の拡大などの影の部分 
の考察は見事に欠けている。日本政府は国民の 5 パーセントの基本的には富裕層が必要とする国際水
準の英語のために 95 パーセントの国民に多くの犠牲を強いるのであろうか。 
 この小渕内閣の諮問機関「21 世紀日本の構想」懇談会の委員の一人であった朝日新聞コラムニスト
の船橋洋一は『あえて英語公用語論』で自説を展開している。「一言でいえば，日本が 21 世紀，世界 
の中でよりよく生きていくため，である。そこまでの覚悟を持たなければ，英語が世界語となろうと
する時代，日本も日本人も世界で理解され，認められ，評価されることがますます難しくなるだろう。 
このままでは，日本はその志と真実を理解されないまま，共感を得られないまま，歴史の舞台からず
り落ちていく危険を感じるからである。」 平和と民主主義を希求する日本の志と真実が伝わらないの
は，歴史認識や人権意識に乏しい政治家・財界・官僚・マスコミおよび政治教育・歴史教育さらには
日本国民全体の責任ではないのだろうか。国際社会で生きる場合，外国語教育よりずっと重要なのは
日本人の政治意識および歴史意識であるのは自明である。日本は戦後一貫して「軽武装商人国家」と
して米軍のもとで敗戦を引きずりながらも平和と繁栄を謳歌してきたが，世界に対して核戦争の悲惨
さ以外なにか訴えたことがあっただろうか。船橋は英語公用語反対論に対し，英語は世界共通語であ
ること，情報化によって国民全員が英語に触れることを軸に自己弁護しているが，自民党教育再生実
行本部同様，現在の日本の外国語教育や大学入試や TOEFL に対する無知をさらけ出す一方，「英語帝
国主義」にはまったく無警戒で，絵に描いた餅のようなバイリンガル目標値など設定しながら，マス 
コミ人らしからぬ筆致で外国語教育改革による抽象的で明るい未来像を描きだしている。バイリンガ
ル日本人と旧植民地人と英米人はすべてグローバル人材なのであろうか。 
 鳥飼玖美子はこうした地に足のつかない「英語公用語」論に対し『＜英語公用語＞はなにが問題か』 
を著わし，「英語公用語」の問題を抉りだしている。鳥飼によれば「＜国際化＞という大義名分は，英
語帝国主義にほかならないし，耳にタコができるほど聞かされる「グローバリゼーション」という錦
の御旗も，その実態は所詮＜アメリカ化＞であり＜アメリカ帝国主義＞である。」 鳥飼はこうした「英 
語支配」に対する世界中の学者の危機感は二つに大別できるとし，1)＜英語の分かるひと＞と＜英語
の分からない人＞との間に生じている優劣意識や敵対意識が生む民族問題や階級問題が平和を脅かす
という懸念 2)強大な言語である英語が他の言語を駆逐し，多言語・多文化社会を崩壊させ，人類の持
続可能性の弱体化を招くという心配を挙げている。バイリンガル育成については，人材の選抜範囲，
多大な費用の問題，学習能力の問題さらにはバイリンガルの定義など問題が多すぎる。現在日本にお
いても外国人労働者の子弟の間で，母語も外国語も十分にできない児童，日常の生活会話はできるが
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読み・書き能力に劣る児童の存在が問題となっている。一方では世界中でバイリンガル養成を目標と
した小学校から母国語以外は外国語で授業を教える「イマージョン教育」が盛んになってきている。
現在「イマージョン教育」の詳細な研究が待たれるところであるが，「イマージョン教育」がエリート
教育であることには間違いない。私には『論争・英語が公用語のなる日』にも収められた朝日新聞掲
載の加藤周一の『再び英語教育へ』と題したエッセイが一番妥当な結論であるように思える。 
「日本は少なくとも法的には独立国であり，全国で日本語が通じる。今みずから進んで英語を第二の 
国語とし，英語を話して権力を独占する知識層と，英語を話せず疎外された大衆との乖離を殊さらに
強調するのは，悪い冗談でしかあるまい。」 5 千万人の貧困層を抱える貧困大国アメリカと並んで，
2 千万人の貧困層のいる世界有数の貧困大国である日本における格差増大と富裕層のさらなる富裕化 
を，さらには日本の半植民地化を目標とする集団が存在するとも考えられるが，「英語帝国主義」の 
内面化が日本社会の隅々まで浸透していることに戦慄を覚えざるを得ない。 
   
３.日本における英語教育の歴史 
日本の英語教育史を紐解けば，現代日本の英語教育が抱える問題の解決の糸口も見えてくるだろう。 
明治以降の英語教育は多くの学問がそうであるように，英語の教科書を使ったエリートのための教育
から，日本語の教科書で教える大衆のための語学教育へと移っていった。しかし一方では英学は英文
学と英語学を中心とする専門教育へと変化していった。音楽や美術同様，英語教育も大衆化と専門化
が同時に進行したと言える。大衆化は必然的に質の低下をもたらす。近年の内容不明の「コミュニケ
ーション」英語導入で英語の学力はさらに下がってきているとの報告もある。戦前のエリート向けの
教科書は今の普通の高校生の読める範囲をはるかに越えていた。 
戦後英語教育の反省から，特に 21 世紀になってから，明治時代のエリート教育であった「イマー
ジョン教育」が再導入され，「コミュニケーション」英語が導入され，明治以来さして成果を上げるこ
とのなかった早期教育も導入された。語学における小・中・高・大連携の英語教育は果たして実を結
ぶのだろうか。明治以来の英語教育改革の歴史を考えると，失敗の可能性の大きな今回の英語教育改
革の後を見据えた語学教育の方針を考えてみたい。 
ところで語学の出来不出来は昔も今も学歴や就職と大きく結びついている。21 世紀の超大国アメリ
カの帝国主義的展開の影響下にあって，現在の日本社会にますます蔓延する英語偏重主義の高まりは
格差社会の増大と日本語・日本文化の衰退と日本の植民地化をうながす危険がある。 
鳥飼玖美子の『英語・愛憎の二百年』によれば日本人が英国人と接触したのは 19 世紀帝国主義時
代の最中 1808 年，イギリスの軍艦フィエトン号の長崎入港であったとされる。フィエトン号事件の後
幕府はオランダ通詞に英語とロシア語の習得を命じた。その後 1848 年にはスコットランド系混血児の
マグドナルドが日本に密航し，オランダ通詞を生徒とした日本初のネオティブ・スピーカーによる授
業が始まった。因みに教材は聖書，祈祷書，辞典，文法書，歴史書，地理書であった。マグドナルド
の記述によればオランダ通詞たちはとても勉学熱心で上達も早かったといわれている。日本外交の一
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翼を担ったオランダ通詞たちのモティベーションの高さは現在の英語学習者の比ではなかったことは
容易に想像できる。 
1853 年のペリーのアメリカ東インド艦隊の浦賀来航さらに日米和親条約や日米修好通商条約でも
森山栄之助を筆頭とするオランダ通詞の活躍があった。鳥飼によれば，「聞く・話す」機会のほぼなか
ったオランダ通詞たちが話せたのは音読や訳読や文法を中心とした「読む・書く」学習のおかげであ
った。帝国主義の時代に欧米列強の植民地支配をのがれるために，明治政府は「富国強兵」のスロー
ガンを打ち出し，明治政府成立の 3 年後の 1871 年にはもう岩倉使節団を欧米に派遣して欧米の情報を
収集するとともに，欧米から多くの「お雇い外人教師」を受け入れた。大学校や各地の外国語学校（の
ちに英語学校と改称）では英独仏語で全学科を教える現在の「イマージョン教育」が行われた。明治
初期には大衆も「文明語」である英語に飛びついて，東京府内だけで 1000 を越える私塾が誕生し，膨
大な数の英語学習書も発売され，「英語ブーム」が到来した。明治初期は翻訳書が盛んに出版され翻訳
文化が花開いた時期でもあった。現代の日本語は二葉亭などの翻訳における「言文一致」運動から生
まれ，「自由」「権利」「個人」「社会」もこうした翻訳文化から生まれた日本語である。しかし 1877
年(明治 10 年)頃から西南戦争による財政悪化や留学生の帰国により外国人教師は激減し，1885 年から
は「教育の国語主義化」への方針転換により各教科も日本語の教科書を使い日本語で行われることと
なった。その後日本の英語は発音無視・訳読中心の英語が主流となり，学生の英語力も低下した。1867
年に生まれた夏目漱石はこうした時代に英語教育を受けた世代である。 『日本人と英語―もう一つの
英語百年史』の中で，教育学者の斎藤兆史は，この時期の英語教育の変化を次のように説明している。
「漱石が英語と深く関わった四半世紀ほどの間，英語は実学の媒体としての機能を失い，課目や学問
の枠のなかで学習・研究される対象となった。最近の英語教育で用いられるニ項対立の用語を用いて
言えば， 
＜英語でまなぶ＞ことと＜英語を学ぶ＞ことが渾然いったいであった時代から＜英語を学ぶ時代＞ 
になったと言っていいであろう。」こうした時代背景のもとに夏目漱石は 1911 年に「語学養成論」と
いう英語教育論で，英語の力の衰へた原因を，日本の教育が英語一辺倒の教育から「正当な順序で発
達した結果」だとしている。「処が＜日本＞という頭を持って，独立した国家といふ点から考へると，
かかる教育は一種の屈辱で，丁度，英国の属国印度と云ったやうな感じが起る。日本の Nationality は
誰が見ても大切である。英語の知識と交換の出来る筈のものではない。従って国家生活の基礎が堅固
になるにつれて，以上のような教育は自然勢いを失ふべきが至当で，また事実として漸々として其の
地位を奪はれたのである。」 明治の知識人である漱石は，植民地ならぬ独立国家の誇りは英語なしで
も西洋の学問ができる日本語による教育の定着にあるとし，日本語による教育を英語の知識よりもず
っと上位において，「イマージョン教育」からの脱皮を是としている。現在太田や幕張などで行われて
いる「イマージョン教育」に対する大衆の関心は依然として高いようであるが，「独立国家」の誇りは， 
「永続敗戦」状態の日本では，問題にならないようである。 
 ところで 1902 年の日英同盟締結や 1905 年の日露戦争勝利によって大衆の間で「英語ブーム」はあ
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ったものの，1907 年には文部省は全国の師範学校に英語抑制を指示した。英語は学習困難な科目なの
で，学力に余裕のあるものや語学の才能のある者がやるべきであるというのがその理由であった。さ
らにアメリカにおける 1924 年の排日移民法の成立などで日米関係が悪化すると英語廃止論まで唱え
られることなった。 
 しかし「小学校英語」は 1886 年の高等小学校の成立後都市部で広がりをみせていた。だが 1894 年
には英語学者の岡倉由三郎がその弊害を指摘している。英語学者伊村元道によれば次の 4 点の指摘が
あるという。1)日本語の習得すら不十分な小学生に外国語を教えるのは弊害が少なくないこと 2)外国
語教授に十分な支出ができないので，不適当な教師しか雇えないこと 3)小学校だけで終わる生徒が多
く，外国語に費やした時間が無駄になること4)中学に進む一部の生徒のために随意科として設けても，
別途の労力を費やすこととなり，訓育上弊害を生じやすくなること。1)2)は現在の早期教育反対の論
拠と同じで，明治期から早期教育に関して賛否両論があったことがわかる。伊村の『日本の英語教育
200 年』によれば高等小学校の英語の設置率は 10%に達することはなかったが，1940 年まで高等小学
校における英語教育が続いた。またエリートコースの旧制中学校では英語の授業が週 5~6 時間あった
のに対し，高等小学校では英語の授業が週 2~3 時間で，内容は実用英語や発音練習や簡単な会話や平
易な英文の読解であった。 
 斎藤は明治期の英語教育を以下のように整理している。１）明治初期：「国の欧化政策に乗って，ひ
と握りのエリートたちが英語漬けとなって英米の学問・政治文化を学んだ。」２）明治中期：「国力の
充実に従ってナショナリズムが高揚し，外国人講師の雇用削減，教育言語の国語化など欧化政策から
の転換が図られた。そして，当然ながらエリート学生たちの英語力も急激に低下し，実学としての機
能を失った英学は，英語・英文学研究へと専門分化していった。」３）明治後期：「日英同盟の締結，
日露戦争の勝利で英語ブームが起きたが，英語は（中略）専門研究の対象，あるいは受験科目として
客体化された。そして，英語研究・学習者の数の増加にともない，英語産業が興った。」 
 この英語の専門化と大衆化への分極化の傾向は大正時代も続いた。また英語の大衆化にともない，
英語学習者を効果的に教育するための英語教授法への関心が高まった。学生の英語力が低下するなか
で，新しい英語教育法が模索され，文法・読解中心主義から音声中心主義へと変換がなされた。この
時期はイギリス人音声学者ハロルド・Ｅ・パーマーの指導により「オーラル・メソッド」が全日本に
普及した時期でもあった。そしてこの「オーラル・メソッド」が現在の「実用コミュニケーション中
心主義」へと繋がっている。 
 英語教育改革が進行し，英語教材の開発が進む一方，学生の英語力の低下には歯止めがかからず， 
アメリカの排日運動への反発もあって，「英語廃止論」が唱えられたのも大正時代であった。要するに
中学における週十時間の英語教育は日本の普通教育には今や必要ではなくなったし，「時間と脳力」の
浪費なので，中学教育から必修科目の英語をはずせという要求がこの「英語廃止論」の骨子である。
東京帝国大学教授で国文学者の藤村作は 1927 年に「模倣の時代は過ぎた」という題で「国民生活を創
造的なものにするには，そこに国民の真の自覚がなければならぬ」とし，自らの主張を次のようにま
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とめている。「単に要らざる外国語学習の為に多大の苦労と時間とを生徒に課してゐる為といふばかり
でなく，此の国民的自覚自尊を促す障害であるという点でも，一日も早く無用な外国語科の重い負担
から青年を開放するを必要とする。」 明治中期以降 21 世紀に至るまで英語教育は「重い負担」と「上
がらぬ成果」で大衆の風当たりは実に強い。昔も今も植民地でない日本の国民の大半は英語なしで生
きていけること，英語は日本人にとって最も習得の難しい外国語の一つであること，それゆえ大半の
学生のモティベーションはとても低いことを考えると，英語を必修から外し選択科目にするという程
度の「英語廃止論」はある程度説得的な面もある。しかし資源小国で貿易立国の日本では外国語の必
要がなくなることはないであろう。また今や最大の英語人口を抱えるアジア圏での共通語が英語であ
ることを考えると，英語の需要がなくなることは考えにくい。また入試に外国語を外した場合，中高
校生の外国語以外の学力が向上することも考えにくい。難しすぎるTOEFLを入試に採用するよりも，
現行のセンター試験や大学ごとの外国語試験を活用することが現在ではベターとも考えられる。将来
においても何らかの外国語の基礎知識を得ることは重要であろう。 
英語関係者にとって昭和前期は「英語廃止論」との戦いの時期であった。英語学者の岡倉由三郎（福
原麟太郎代筆）は『英語教育の目的と価値』で「英語廃止論」に反論している。「外国語―我々の場合
でいへば英語を学ぶといふことは，以上のやうにその文化を知ることである。幾度も言った如く，外
国文化を消化融合してはじめて一国の文化は進展する。そしてその文化の伝達の最も普通，最も普遍
的な役目を背負ってゐるものが，言葉なのであるから，外国語は外国文化入門なのである。」 同じく
英語学者の市川三喜は「英語科問題について」という題で「英語廃止論」に対し，激しい反論を加え
ている。「吾々英語教師は英語を通して我が国の文化を進め，同胞に世界の市民として耻ずかしからぬ
資格を与へんが為に，あらゆる不利な状況と戦ひつつ努力してゐるのである。」 現在でもしばしば外
国語学習に関する論争では実用主義対教養主義の対決の構図が使われることが多いが，「英語廃止論」
論争でも既にこの図式が使われていることは興味深い。 
 1931 年には満州事変，1932 年に上海事変が勃発し，日本は戦争へ突入し，英語は「敵性語」から「 
敵国語」となった。1931 年には中学校の英語の授業時間は削減され，1935 年ころから女学校の英語科
は随意科となったり廃止されたりするようになった。アメリカやイギリスは「鬼畜米英」となり，米
英を称揚するような教科書の記述は禁止され，米英の都市名やカタカナ英語も日本語に直された。 
しかし『英語・愛憎の二百年』によれば敗戦の前年の 1944 年まで教科書の検定が行われ，戦時中も多
くの教科書が作成されていたとある。戦時下でも職業学校や海軍兵学校では現在よりもずっと高度な
教科書を使って，熱心な英語の授業が行われたようである。 
 敗戦後の日本には明治以来の英語ブームが到来し，敗戦の 1 ヵ月後に出版された小川菊松編『日米
会話手帳』は 360 万部の大ベストセラーとなり，敗戦翌年の 1946 年には NHK ラジオ講座「英語会話」
の放送が開始された。3 ヵ月で 360 万部売れた『日米会話手帳』について，朝日新聞社編『＜日米会
話手帳＞はなぜ売れたか』には，ベストセラーとなった原因が分析されている。敗戦直後の日本人に
とって崇拝の対象が現人神だった天皇から占領軍司令官マッカーサー元帥へと変わったことが「英語
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ブーム」現象の原因だった。武田徹は以下のように説明している。「そして＜回心＞はマッカーサーを
大君として崇拝の対象とすることに収まらない。畏れ，怯え，憧れ，手本にしたいという思い、、、。様々
なアメリカへの指向性がありえた。しかし，どんなアメリカとの関係を望むにしろ，言葉の壁の厚さ
が強く意識されたに違いない。せめて最低限の会話例だけでも印刷物として手元に置いておきたい、、、。
おそらく身を焦がすほどであったろうそんな願望に＜手帳＞は応えた。」 
戦後の英語教育法としてはアメリカ直輸入の文型の反復練習を特徴とする「オーディオリンガルメ
ソッド」がまず導入され，次に正確性より流暢性を重視した「コミュニカティヴ・アプローチ」とし
て知られるコミュニケーション重視の英語教育法が導入され，1989 年には日本で「オーラルコミュニ
ケーション」という科目が新設された。このコミュニケーション重視の英語教育法は「話す」「聞く」
だけを重視して，「読む」「書く」を軽視した「会話中心主義」へと矮小化され今日に至っている。鳥
飼は次のように説明している。「学校教育だけでなく，英会話教室や市販の英語教材などにも＜会話中
心主義＞は広く普及しました。この傾向は現在に至るまでまったく衰えを見せず，コミュニケーショ
ンとは＜話すだけ・聞くだけで読み書きは関係ない＞という誤解がすっかり定着しました。」 この「会
話中心主義」の延長上で 2003 年文科省作成の「＜英語が使える日本人＞育成のための行動計画」があ
る。こうした方針のもと 2002 年の中学における英語の授業時間数削減や 2006 年のセンター試験にお
けるリスニング導入で，ますます文法・読解の授業が削減されていく中で，日本人の英語力はすべて
の技能の面で中国や韓国に後れを取るようになっていき，「英語が使える日本人」育成の目標はますま
す遠ざかる結果となっている。 
 「会話中心主義」（英語が使える）対「文法・読解中心主義」の論争は，すでに 1975 年に外交畑の
自民党平泉渉参議院議員と英語学者の渡部昇一の間で交わされている。平泉議員は 1974 年に私案の形
で発表した「外国語教育の現状と改革の方向」で以下のように主張する。高校全入時代に入って高度
な英語の学習がほぼ全国民に課せられていながら，その成果は全く上がっていない。そしてその理由
を 3 点挙げている。1)将来英語を必要としないであろう日本の高校生の学習意欲の欠如 2)高度な学力
を必要とする必要悪である「受験英語」の存在 3)英語学習の困難さ。義務教育では「世界の言語と文
化」を課し，高校では選択制とし，大学入試において英語を廃止するとし，外国語教育の目的を次の
ように設定して私案を締めくくっている。「わが国の国際的地位，国情にかんがみ，わが国民の約 5%
が，外国語，主として英語の実際的能力を持つことが望ましい。この目標が実現することは将来にお
いてわが国が約六百万の英語実用能力者を保持することを意味する。その意義は，はかりしれない。」  
英語の大衆化にともなう学力低下を改善する方法を外国語エリート主義に求めているといえるであろ
う。語学格差を学歴と結びつけないための英語入試廃止や入試の代わりの全国規模の能力検定制度の 
創設など工夫の跡もみられる。しかし渡部は次のように反論する。1)古来日本では話すという外国語
習得と異なる外国語習得法があり，かなりな成果を収めてきた。2)英語教育は国語の言語学的教育で
もある 3)学校の授業では会話能力をつけることは無理である(会話能力は外国で習得すべきである)3)
学校の英語教育はその運用能力を顕在量ではかってはならず，潜在力ではからなければならない 4)外
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国語は知的訓練になる5)外国語は国民知識に必要である6)記憶力は学問の基礎である7)英語の成績は
他学科の成績及び入学後の成績と相関性が高い8)エリート教育は殺到する学生で大混乱を生む9)従来
の英文解釈・和文英訳・文法学習は間違っていない 9)顕在化した英語能力（会話能力）は従来型の英
語能力の基礎の上で別途かんがえなければならない 10)外国語教育にあっては教師の役割が重要であ
る。平泉案もエリート官僚経験者からみたよく考えられた案ではあるが，教育現場を知った渡部の前
ではやはり机上の空論といえなくもない。とくに現場の教員を考慮しなかったのは致命的である。日
本は高等教育に予算をあまり使わない教育貧困国であるが，コミュニケーション能力は外国人との心
の接触によって養成されるのであることからすると，外国語担当全教員の留学や中高校の外国語の時
間数増加をまず考えるべきではないだろうか。英語教育に関する論議も詳細な検討もなく，費用も労
力もかけず，実現不可能な目標を掲げるのは日本社会の特徴の一つと考えるべきなのだろうか。 
 
４.日本におけるドイツ語教育の歴史 
 ドイツ語は中学・高校の必修科目ではなく，大学に入ってから第二外国語としてドイツ語を取る学
生が多いことから英語ほど社会の批判の対象となることはなかったが，設置基準の大綱化以後多くの
大学で履修時間が半減し，以前の大学生と比べ学力の低下は英語より著しいというのが現状である。 
以前やっていたようなドイツ語でゲーテやニーチェを読むことは一般の学生にとっては夢物語となっ
た。英語と異なり初修外国語でもあるドイツ語は一方では新鮮な気持ちで学習する 1 年生も多いが，
他方以前から英語より難しくて英語より役に立たないと教員・学生から揶揄されることも多かった。
しかし限られた時間数で目標をどこに置くか，またどういう教材を使いどう教えるべきかドイツ語教
員の抱える問題も英語教員と共通する。 
 英語やフランス語同様，ドイツ語も日本の近代化に多大な貢献をした。特に医学や科学さらに社会 
科学の分野で日本が急速な進歩をしたのはドイツ語を通じてドイツの進んだ学問を取り入れたからで
もあった。二十世紀の前半の四半世紀はドイツの時代とも言えるほどドイツの学問の発達は目覚まし
かった。日本の幼稚園制度から大学の制度，憲法・法律から国家の制度まで日本のモデルはドイツで
あった。明治・大正・昭和前期の語学教育は，言語学者の鈴木孝夫によれば英語・ドイツ語・フラン
ス語の「トロイカ方式」であった。戦後も「環境問題」「地方分権」「脱原発」「働くものの権利」など
ではドイツが世界の先進国になっている分野はあるが，敗戦国であるドイツは国連の常任理事国にも
なれず，EU 以外では政治面で表に立つことは少なく，経済面での評価のみ高いように思われる。 
 明治時代は，アジア諸国が植民地になるなか，日本の近代化が最優先の課題であった。政府は数次
にわたって近代化促進のため「欧米視察団」を派遣した。視察団報告によりドイツも軍事・科学・産
業さらに法律の領域などで日本のモデルとされた。ドイツ研究者上田浩二は『日本におけるドイツ語
教育の歴史』でその背景を次のように説明している。「1870~80 年代は，普仏戦争の勝利の後ドイツが
急速に工業化を進めた時期であり，学術研究の面でもゼミナール方式が，とりわけ自然科学・工学の
分野で成果を示しつつあった時代である。」 天野郁夫の『大学の誕生』でも「文学理学ノ最旺盛ナル 
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ハ，独逸国ニ若ク者無し」という政府の方針で，東京帝国大学発足以前の東京大学では文理両学部で
ドイツ語が必修とされていたとの記述がある。また大日本帝国同様プロシアも立憲君主国であったの
で，大日本帝国憲法のモデルもプロシア憲法とされた。こうした事情で当然ドイツ語も重視され，大
学教育においてはドイツ語が既習外国語であることが当然とされた。 
 特に医学の分野ではドイツ語が重要視されたことは知られている。病理学者の飯島宗一の『日本の
教育機関における異文化の需要と体験』によれば，明治政府は維新直後の 1869 年にドイツ医学採用の
方針を決め，ドイツ人軍医のホフマンとミュラーを大学東校（東京帝国大学医学部の前身）へ迎え，
以後『べルツの日記』でも名高いべルツなどの十人余りのドイツ人医学者が医学部で教鞭を取った。
森鴎外などの医学部出身者が多くドイツへ留学し，日本の医学はドイツ医学の強い影響下にあった。
また 1886 年に成立した「帝国大学」もドイツの大学制度をモデルとしたものであった。津和野藩の蘭
学医の長男であった森鴎外は父からオランダ語のてほどきを受けた後，さらに学校に進んでドイツ語
や英語を学んだ。鴎外の自伝的小説「ヰタセクスアリス」は，主人公がドイツ哲学者という設定なの
で多くのドイツ語が言語のまま使われているのも小説の特徴であるが，「同じ年の十月頃，僕は壱岐坂
にあったドイツ語を教える私立学校にはいった」などと医学就業の前提であるドイツ語を彼自身が早
くから学んだ事実が記されていたりもしている。立身出世の野心を抱いた明治人が早くからドイツ語
や英語などの外国語を必死に勉強した様子もうかがい知れる。 
 明治初年から外国語は西洋の学問を学ぶための準備教育として重視され，1873 年大学南校（後の旧 
制高校）では生徒数 500 名のうち，半数が英学生で，独仏生が 4 分の 1 ずつとした。旧制高校は「語
学漬け」だったが，1919 年の「高等学校規定」によれば，文系では第一外国語が英語の場合第一外国
語を 1 年で週 11 時間，2 年生以上週 10 時間，第二外国語は週 3 時間，理系では第一外国語が英語の
場合週 6 時間，第二外国語は週 4 時間であった。第一外国語が独仏語の場合文理を問わず，1 年で週
10 時間，2 年生以上週 9 時間であった。当時のドイツ語の授業はどんなふうであったろうか。飯島は
次のように説明している。「ところで戦前旧制高等学校におけるドイツ語の教育は，授業時間数が示す
ようにかなり濃密かつ高度なものであって，はじめ半年内ほどで初歩的な基礎を終了すると，ただち
にテキストの講読に入り，それも編集された教科書よりも，小説，随想，論文などなまの原著にとり
くむのが一般的であったと思われます。授業のスタイルは譯読が重点であって，専門のための準備教
育といっても，素材は多分に人文系にかたより，語学力そのものよりもむしろ一般教養に資すること
に主眼がおかれていたということができます。」 さらに飯島は大学の医学部においては，ドイツ語の
教科書やドイツ文献を参照する必要がきわめて高かったので，旧制高校のドイツ語準備教育は有用か
つ不可欠であったと結論づけている。 
 大正時代から昭和前半は「大正教養主義」が時代をリードする思想であった。ロシア革命の成功も
あり，政府に批判的な社会主義運動や無政府主義運動が一時期高揚をみせたが，こうした集団的な運
動が権力によって圧殺されていくなかで，個人の人格の完成を目指す「大正教養主義」が旧制高校 
のエリート文化を形成した。そもそもドイツ哲学研究で知られる和辻哲郎が初めて使ったとされる「教
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養」は，中国語の意味と異なるドイツ語 Bildung の翻訳語である。この時期ドイツ哲学と深く結びつ
いた「教養主義」は擬似宗教として機能したといえる。ドイツ語はそうした「教養主義」の入り口と
して重んじられたのであった。上田も指摘しているように 1930 年前後の社会運動の高揚期にはドイツ
の社会主義の強い影響がみられた。「1930 年前後には，プロレタリア運動の高揚期が来て，さかんに
マルクスやエンゲルスがドイツ語で読まれ，野呂栄太郎や久保栄のように経済学や文化運動などの専
門分野に加え，政治活動の面でも公けの舞台で活動した人々が，多くドイツ語を通じて自分の思想を
形成し，社会的な発言力をつけていった時代であった。」 
 しかし戦後の教育改革で高等教育は，ドイツ型からアメリカ型に変化し，旧制高等学校３年と大学
３年から大学教養課程 2 年と専門課程 2 年プラス大学院へと変化した。1951 年の大学基準協会一般教
育研究委員会は教養課程における外国語を一般教育科目とは別の「読み・書き・話す」を目的とした
補助科目とし，大学は外国語科目として 2 以上の科目を開設し，１外国語科目を 8 単位とする報告を
まとめた。 
こうしてドイツ語は旧制高校と比べると時間数の大幅な削減を余儀なくされ， 戦前と比べると学力
水準の大幅な低下を招くこととなった。同時に学問の中心がアメリカに移って，大学生がドイツ語文
献を読む機会も少なくなり，学生のモチベーションが低下したことも見逃せない。さらに大学の大衆
化により学生数が急激に増加し，1 クラスの規模が語学の授業の適正規模を大きく越えることも珍し
くなくなった。さらに大学設置基準の大綱化以後は英語同様ドイツ語も多くの大学で授業数が半減す
るなかで，最低限の語彙力・文法力・読解力を養成するためにドイツ語教師の苦闘が続けられている
のが現状である。明治以来高等教育の大衆化が進んだこと，日本の専門教育の研究水準が上がり日本
語の教材を使い日本語で授業できるようになり外国語の文献を読む必要が少なくなったこと，翻訳大
国の日本では外国文献がすぐに訳されることなど様々な条件でドイツ語の需要は少なくなったことが
考えられる。 
英語より難しく（難易度は英語と同じ：筆者注）英語より役に立たない（これは事実である：筆者
注）と思われている日本のドイツ語教育の将来は決して明るいものではないが，英米の科学技術・文
化に決して劣らぬドイツ科学技術・文化を消化・吸収することは将来も必要であることに変わりはな
いであろう。また「原発」「環境問題」「少子高齢化」「社会保障」「学力低下」などドイツと日本が共
通で抱える問題も多い。さらにアメリカ帝国主義から脱するべく「東アジア共同体」を構想する時，
欧州連合におけるドイツの経験の検討は欠かせないだろう。 
ドイツ語やフランス語は昨今日本の多くの大学でかつての第二外国語における特権的な地位をなく
し，イタリア語やスペイン語さらに中国語や韓国語やベトナム語やタイ語と同じ位置で学生そして社
会のニーズに応えていくこととなった。大学における外国語教育は英独仏中心から英語集中と独仏語
からの分散化が同時に進行している。しかし多くの言語人口を持ち，英米に劣らぬ文化的伝統を受け
継ぎ，経済的には世界最大の市場 EU の中心国であり，政治的には独立国の誇りを失わないドイツと
フランスの重要性は変わることはなく，ドイツ語とフランス語の学習はこれからも英語帝国主義の再
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検討さらに文化の多様性の維持に欠かせないと思われる。 
 
５.まとめ 
 日本では 21 世紀になって「国際化」「グローバル化」というスローガンがいよいよ声高く叫ばれ，
英語を使える「グローバル人材」の養成が急務とされ，長年勉強しても「聞くこと」も「話すこと」
もできない英語教育の抜本的な改革が政府や財界や官僚から要求されている。さらに学校内に留まら
ず「英語帝国主義」を社会にまで適用した「英語社内公用語化」「英語第二公用語化」といった提案も
なされる始末である。 
 教育の問題としては人間と人間の触れあいを前提とする「聞くこと」や「話すこと」の能力を外国
人と接触することなく養成することは日本の英語教育の範囲外であり，外国語コミュニケーション能
力は基本的に留学で身につけるものだという常識を確認したい。またコミュニケーション能力は人
格・教養を含む全人的な能力であるので外国語を身につけてもコミュニケーションが取れない場合も
多いことも確認しておきたい。同時にコミュニケーションにおいて重要なのは話し方ではなく話す内
容であることも常識の範囲であろう。よって指導教員の準備もないまま拙速に初等教育へ英語を導入
することより，初等教育では母国語の作文能力・運用能力を身につけることがずっと大切であること
は言うを待たない。ところで初等教育から一貫して英語を教育するエリート教育が脚光を浴びてきて
いるが，これ以上格差や貧困を生まないためにも，すくなくとも公教育ではこうしたエリート教育は
採用すべきではなく，基礎的な文法力・語彙力・読解力の養成をこそ目標とすべきである。最終的に
英語を実際に使うものは 5％であるにしろ，誰でもその 5％へ近づける機会平等は確保すべきである。
また英語教育改善案のなかでは教師の問題が取り上げられる機会は必要以上に少なく，非現実的なテ
ストの点数目標が示されているが，英語担当教員には全員半年以上の留学してもらうなどの措置を取
らないと英語教育の改善は望めないことも自明であろう。また大学入試の英語も激しい批判の対象に
なっているが，高校教育範囲外の「聞く」「話す」能力をどういう方法で測るのか具体策も示さずに，
英語教育の元凶であるとマスコミを中心に言いたてるのは，マスコミの無責任体制の現れである。 
 「英語公用語」「社内公用語」は「英語帝国主義」の内面化の極端な例であろう。母語を話すことは 
基本的な人権のひとつである。こうした権利を無視または軽視して，英語を話せるものを優遇するこ
とは新たな格差社会を生むことになる。グローバル化とはアメリカ化ということである。多国籍企業
や外国展開を目指す企業は利潤追求の為には国を捨て母語を捨て英語を採用し，そして文化を捨てる。
こうした世界情勢に対し，あまりにもナイーブな「英語崇拝」はすでに植民地人の心性に近いといえ
る。英語を一生ネイティブ・スピーカーのように話せない日本生まれの日本人は，英語圏を頂点とし、
その下に英米旧植民地，最下位にそれ以外の国家が位置する三層の英語ピラミッドの底辺の存在に甘
んじなければならないのだろうか。言語としてみると，英語は他の言語より優れていることもない，
ただの言語の一つであるだけなのであるが，超大国アメリカの言語であるということで，英語がこん
なに非英語圏の国民を苦しめていいのだろうか。6000 ともいわれる言語は急激に消えつつあるとの報
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告もある。いつか日本人が日本語を捨てる時がくるのだろうか。日本語が廃れた時，日本の文化も黄
昏の時を迎えるだろう。 
 こうした時代にあって日本人は明治以来の悪しき「西洋崇拝」「白人崇拝」「英語崇拝」から脱却し， 
批判的思考を磨き，アジア諸国と協調しながら，独自の平和的・民主的な政治意識・歴史意識・社会
意識を持ち，諸外国と交流すべきであろう。日本人が，外国語において「会話中心主義」を目標とし
ながら目標に達成できないのは，文法力・語彙力の不足の他に，まず対話を目指してないからであり，
批判的思考に欠けていて，そもそも話すことがないからではないだろうか。 
 ところで「英語帝国主義」に対する取り組みはすでに世界中で行われている。多くの小国からなる
欧州評議会が複言語主義を提唱しているのは「英語帝国主義」の危険性を察知しているからであろう。
多くの言語を学ぶことが，ヨーロッパのみならず世界の多様性の存続ひいては持続可能性につながる
ことは明らかであろう。『外国語の学習，教授，評価のためのヨーロッパ共通参照枠』には欧州評議会
内の組織である文化協調会議の言語政策が掲載されている。「ヨーロッパの文化生活の豊かさと多様性
を維持し，さらに発展させること。そのためには，お互いが今まで以上に各国の言語，地域言語につ
いての知識を，あまり教えられる機会のない言語についても，持つことが必要である。」 こうした文
化の多様性の尊重は「複言語主義」に繋がる。単に複数の言語を操る多言語主義と異なり，複言語主
義は「コミュニケーションのために一つ以上の言語を使い，間文化的やりとりに参加する力であり，
そこでは人間が，いくつかの言語においてそれぞれ様々な程度の言語実力を有し，またいくつかの文
化での経験をも有する社会的主体としてみなされている。この力は、別個の諸能力を縦に並べたり，
横に並べたりしたものとしてはみなされず，むしろ使用者がその都度引き出すことができる，複雑で，
複合したとさえもいえる存在としてみなされている」といったものである。複言語主義は近隣諸国と
の紛争が絶えない現在のアジア情勢を考える時大きな示唆を与えているように思われる。 
 他方World Englishes(世界英語) の思想の普及も「英語帝国主義」を内部から崩壊させる要素とな
っている。「世界英語」とは，英語は世界中で使用される補助言語になったことから，それぞれの英
語を正当かつ独立した固有の言語としてその言語権を認めるという考え方である。今や英語は英米の 
所有権を離れ，世界の共通財産になったのであるから，日本人はJapanese English（ニホン英語）を 
生みだす努力をすべきであるというのが「ニホン英語」論者たちの主張である。アジア諸国では多く
のビジネスマンが「ニホン英語」で十分にコミュニケーションを取っているのも事実である。末延岑
生は『ニホン英語は世界で通じる』で，時制の廃止，語順の柔軟化，難解な単語・イディオムの不使
用，不規則動詞の規則化などより簡単な英文法を提唱し，「ニホン英語」創造への道を示している。 
遠くない将来に，カタカナを生みだした日本人は「ニホン英語」を臆することなく話すことになるか
もしれない。 
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